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●�

議
第
60
号
　
新
市
建
設
計
画
の
変
更
に

つ
き
議
決
を
求
め
る
こ
と
に
つ
い
て

東
日
本
大
震
災
に
伴
う
合
併
市
町
村
に

係
る
地
方
債
の
特
例
に
関
す
る
法
律
の
改

正
に
よ
り
、
合
併
特
例
債
を
発
行
す
る
こ

と
が
で
き
る
期
間
が
5
年
間
延
長
さ
れ
た

こ
と
を
受
け
、
新
市
建
設
計
画
の
計
画
期

間
を
令
和
6
年
度
ま
で
延
長
す
る
と
と
も

に
、
延
長
期
間
の
財
政
計
画
を
追
加
す
る

も
の
。

採
決
の
結
果　
「
全
員
賛
成
」
で
可
決
す

べ
き
も
の

●��

議
第
74
号
　
高
島
市
会
計
年
度
任
用
職

員
の
報
酬
、
期
末
手
当
お
よ
び
費
用
弁

償
に
関
す
る
条
例
案

「
地
方
公
務
員
法
及
び
地
方
自
治
法
の

一
部
を
改
正
す
る
法
律
」
が
令
和
2
年
4

月
1
日
に
施
行
さ
れ
る
こ
と
に
伴
い
、
特

別
職
非
常
勤
職
員
お
よ
び
臨
時
的
任
用
職

員
を
会
計
年
度
任
用
職
員
と
し
て
任
用
す

る
必
要
が
あ
る
こ
と
か
ら
、
会
計
年
度
任

用
職
員
制
度
を
創
設
す
る
た
め
、
新
た
に

条
例
を
制
定
す
る
も
の
。

採
決
の
結
果　
「
全
員
賛
成
」
で
可
決
す

べ
き
も
の

こ
の
ほ
か
、
議
第
75
号
、
議
第
76
号
、

議
第
77
号
、
議
第
78
号
の
4
議
案
は
、
い

ず
れ
も
「
可
決
す
べ
き
も
の
」
と
決
定
し

ま
し
た
。

総  務
常任委員会
委員長　石田　哲

可決
すべき

兵
庫
県
朝
来
市
に
お
い
て「
地
域
自

治
協
議
会
」に
つ
い
て
、
行
政
視
察
調

査
を
行
い
ま
し
た
。

朝
来
市
は
、
平
成
17
年
4
月
に
旧
朝

来
郡
生
野
町
・
和
田
山
町
・
山
東
町
・

朝
来
町
の
4
町
が
合
併
し
て
誕
生
し
た

市
で
、
人
口
は
3
0
，6
1
9
人
、
高

齢
化
率
33
・
56
％
、
行
政
区
1
6
1
の

規
模
で
す
が
、
地
域
に
よ
っ
て
は
3
〜

4
人
の
区
が
あ
り
、
こ
れ
ま
で
の
区
と

は
別
の
自
治
組
織
の
構
築
が
必
要
で
は

な
い
か
と
の
観
点
か
ら「
地
域
自
治
協

議
会
」の
設
立
を
進
め
ら
れ
ま
し
た
。

「
地
域
自
治
協
議
会
」と
は
、
少
子
高

齢
化
が
進
展
す
る
中
、「
自
考
・
自
行
、

共
助
・
共
創
の
ま
ち
づ
く
り
」を
基
本

理
念
と
し
て
、
地
域
課
題
は
ま
ず
地
域

で
検
討
・
解
決
し
、
地
域
を
将
来
に
わ

た
っ
て
持
続
可
能
に
し
て
い
く
た
め
、

住
民
の
力
を
最
大
限
に
発
揮
で
き
る
組

織
で
す
。
お
お
む
ね
小
学
校
区
を
単
位

に
し
て
、
地
域
の
様
々
な
団
体
や
事
業

者
が
参
加
し
て
、
そ
れ
ぞ
れ
の
特
性
を

活
か
し
て
連
携
・
協
働
す
る
新
し
い
地

域
自
治
シ
ス
テ
ム
で
、
平
成
19
・
20
年

度
で
、
市
内
全
域
を
網
羅
す
る
11
の
地

域
自
治
協
議
会
を
設
立
さ
れ
ま
し
た
。

市
か
ら
の
支
援
は
、
活
動
拠
点
施

設
を
無
償
で
貸
与
、
事
務
局
運
営
費

と
し
て
2
8
0
万
円（
事
務
員
の
人
件

費
）、
協
議
会
実
施
事
業
、
地
域
づ
く

り
補
助
事
業
、
区
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
活
動

助
成
事
業
と
し
て
平
均
3
8
0
万
円
の

交
付
を
行
い
、
今
年
度
の
市
の
予
算
は

8
，0
0
0
万
円
と
な
っ
て
い
ま
す
。

こ
う
し
た
取
り
組
み
は
、
高
島
市

に
お
け
る
区
・
自
治
会
の
運
営
に
つ
い

て
、
大
い
に
参
考
と
な
る
と
こ
ろ
が
あ

り
ま
し
た
。

そ
の
他
の
視
察
先

〇
兵
庫
県
姫
路
市「
人
工
知
能（
A
I
）

の
活
用
に
つ
い
て
」、「
デ
ー
タ
活
用
の

取
り
組
み
に
つ
い
て
」

総
務
常
任
委
員
会
行
政
視
察
報
告

令
和
元
年
8
月
6
日
〜
7
日
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議
第
81
号
　
高
島
市
饗
庭
野
演
習
場
周

辺
農
業
用
施
設
設
置
助
成
事
業
分
担
金

徴
収
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例
案

饗
庭
野
演
習
場
周
辺
農
業
用
施
設
設
置

助
成
事
業
に
よ
り
整
備
し
た
獣
害
防
止
柵

を
移
設
す
る
必
要
が
生
じ
た
場
合
に
お
い

て
、
そ
の
費
用
に
充
て
る
た
め
、
受
益
者

に
費
用
の
一
部
を
求
め
ら
れ
る
よ
う
所
要

の
改
正
を
行
う
も
の
。

問　

周
辺
集
落
の
過
疎
化
が
進
ん
で
き
て

い
る
な
か
、
受
益
者
負
担
を
求
め
る
こ
と

は
、
集
落
に
と
っ
て
大
き
な
負
担
に
な
る

の
で
は
な
い
か
。
移
設
費
用
も
水
路
工
事

側
で
持
つ
こ
と
が
で
き
な
い
の
か
。

答　

獣
害
防
止
柵
の
整
備
に
つ
い
て
は
、

地
域
か
ら
の
要
望
を
踏
ま
え
整
備
し
て
き

た
も
の
で
あ
り
、
設
置
の
際
と
同
様
に
、

そ
の
受
益
の
範
囲
内
で
分
担
金
を
徴
収
し

た
い
と
考
え
ま
す
。
ま
た
、
公
共
施
設
上

に
獣
害
防
止
柵
を
設
置
す
る
条
件
と
し

て
、
水
路
等
改
修
に
よ
り
獣
害
防
止
柵
を

移
設
す
る
必
要
が
生
じ
た
場
合
に
は
、「
そ

の
獣
害
防
止
柵
設
置
者
も
し
く
は
地
元
区

に
お
い
て
費
用
を
負
担
す
る
」
旨
、
あ
ら

か
じ
め
地
元
区
も
含
め
協
定
を
締
結
し
て

い
る
と
こ
ろ
で
あ
り
、
今
般
の
移
設
に
際

し
て
も
、
地
元
区
か
ら
は
移
設
費
用
の�

一
部
を
負
担
す
る
こ
と
に
つ
い
て
ご
理
解

を
い
た
だ
い
て
い
ま
す
。

採
決
の
結
果　
「
全
員
賛
成
」
で
可
決
す

べ
き
も
の

こ
の
ほ
か
、
議
第
61
号
、
議
第
62
号
、

議
第
63
号
の
3
議
案
は
、
い
ず
れ
も
「
可

決
す
べ
き
も
の
」と
し
て
決
定
し
ま
し
た
。

産業建設
常任委員会
委員長　秋永　安次

可決
すべき

令
和
元
年
8
月
6
日
〜
7
日

福
岡
県
八
女
市
に
お
い
て
、
予
約
型

乗
合
タ
ク
シ
ー
「
ふ
る
里
タ
ク
シ
ー
」

の
取
り
組
み
に
つ
い
て
、
行
政
視
察
調

査
を
行
い
ま
し
た
。

合
併
に
よ
り
広
大
な
山
間
地
域
を
抱

え
る
な
か
、
高
齢
化
が
進
む
八
女
市
で

は
、
地
域
公
共
交
通
の
維
持
・
確
保
と

効
率
的
な
運
行
を
図
る
た
め
、
必
要
な

方
が
必
要
な
時
に
、
ド
ア
・
to
・
ド
ア

で
移
動
で
き
る
「
デ
マ
ン
ド
交
通
シ
ス

テ
ム
」
を
導
入
さ
れ
て
い
ま
す
。

こ
の
「
ふ
る
里
タ
ク
シ
ー
」
は
、
事

前
に
予
約
を
入
れ
る
こ
と
で
、
自
宅
の

玄
関
か
ら
目
的
地
ま
で
、
片
道
3
0
0

円
で
移
動
で
き
る
乗
合
タ
ク
シ
ー
で
あ

り
、
高
齢
者
の
多
い
八
女
市
で
は
、
1

日
平
均
2
0
0
人
の
方
が
利
用
さ
れ
て

い
ま
す
。

ま
た
、
利
用
者
の
94
％
が
「
ふ
る
里

タ
ク
シ
ー
」
が
必
要
で
あ
る
と
感
じ
て

お
ら
れ
、
市
民
に
と
っ
て
大
変
重
要
な

交
通
手
段
と
な
っ
て
い
ま
す
。

し
か
し
、「
ふ
る
里
タ
ク
シ
ー
」
は
、

事
業
と
し
て
効
果
を
上
げ
て
お
ら
れ
る

一
方
で
、
予
約
受
付
オ
ペ
レ
ー
タ
ー
や

運
転
手
の
確
保
に
苦
慮
し
て
い
る
と
の

お
話
も
伺
い
ま
し
た
。

当
市
に
お
い
て
は
、
八
女
市
と
は
地

理
的
状
況
が
異
な
る
こ
と
や
事
業
を
委

託
す
る
た
め
の
地
元
バ
ス
・
タ
ク
シ
ー

会
社
の
数
が
少
な
い
こ
と
な
ど
、
同
じ

形
で
導
入
す
る
こ
と
は
難
し
い
と
考
え

ら
れ
ま
す
が
、
将
来
的
な
交
通
体
系
を

考
え
る
う
え
で
、
大
変
参
考
に
な
る
取

り
組
み
で
あ
る
と
感
じ
ま
し
た
。

※�

デ
マ
ン
ド
交
通
シ
ス
テ
ム
…
利
用
者

が
事
前
に
乗
り
た
い
場
所
や
時
間
を

予
約
し
て
目
的
地
ま
で
移
動
す
る
な

ど
、
利
用
者
の
要
求
に
応
じ
て
運
行

す
る
交
通
形
態
。

そ
の
他
の
視
察
先

〇
福
岡
県
福
岡
市
「
無
料
公
衆
無
線

L
A
N
サ
ー
ビ
ス
F
u
k
u
o
k
a�

C
i
t
y�

W
i

-F
i
の
取
り
組
み

に
つ
い
て
」

産
業
建
設
常
任
委
員
会

行
政
視
察
報
告

令
和
元
年
8
月
19
日
〜
20
日



　2019. 第 71 号 4

委員会報告
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議
第
79
号
　
高
島
市
家
庭
的
保
育
事
業

等
の
設
備
お
よ
び
運
営
に
関
す
る
基
準

を
定
め
る
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条

例
案

　

満
3
歳
未
満
の
乳
幼
児
を
保
育
す
る
小

規
模
保
育
事
業
な
ど
の
家
庭
的
保
育
事
業

等
は
、
乳
幼
児
に
対
す
る
保
育
が
適
正
か

つ
確
実
に
実
施
で
き
る
よ
う
に
「
保
育
内

容
の
支
援
」「
代
替
保
育
の
提
供
」「
卒
園

後
の
受
け
皿
の
設
定
」
に
つ
い
て
連
携
で

き
る
保
育
所
等
を
確
保
す
る
必
要
が
あ

る
。
こ
う
し
た
連
携
施
設
の
確
保
が
著
し

く
困
難
で
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
と
き
は
不

要
と
な
る
期
間
を
延
長
す
る
な
ど
の
規
制

が
緩
和
さ
れ
た
こ
と
に
伴
い
、
市
の
条
例

の
一
部
を
改
正
す
る
も
の
。

問　

現
在
、
市
内
に
は
こ
の
基
準
に
該
当

す
る
家
庭
的
保
育
事
業
所
は
な
い
と
の
こ

と
だ
が
、
今
後
、
該
当
す
る
事
業
所
に
お

い
て
連
携
施
設
の
確
保
が
困
難
な
場
合
、

市
が
仲
介
な
ど
は
す
る
の
か
。

答　

ま
ず
は
事
業
者
が
確
保
す
る
こ
と
を

基
本
と
し
、
そ
の
上
で
市
町
村
が
積
極
的

な
役
割
を
果
た
す
べ
き
、
と
国
か
ら
の
通

知
に
あ
り
、
そ
の
通
知
に
基
づ
き
事
務
を

進
め
ま
す
。

採
決
の
結
果　
「
全
員
賛
成
」
で
可
決
す

べ
き
も
の

こ
の
ほ
か
、
議
第
80
号
に
つ
い
て
も
「
可

決
す
べ
き
も
の
」
と
決
定
し
ま
し
た
。

文教福祉
常任委員会
委員長　森脇　徹

可決
すべき

本会議での討論
　
議
第
79
号
　
高
島
市
家
庭
的
保
育

事
業
等
の
設
備
お
よ
び
運
営
に
関
す

る
基
準
を
定
め
る
条
例
の
一
部
を
改

正
す
る
条
例
案

反
対
　
　
　
　

福
井
　
節
子

待
機
乳
幼
児
の
解
消
を
目
的
と
し
た
小

規
模
認
可
保
育
施
設
の
設
置
基
準
を
緩
和

す
る
条
例
改
正
だ
が
、安
全
安
心
の
保
育
・

教
育
環
境
の
提
供
に
は
専
門
性
の
高
い
保

育
士
の
処
遇
改
善
こ
そ
が
必
要
で
あ
り
、

施
設
の
設
置
規
制
緩
和
が
待
機
乳
幼
児
課

題
を
抜
本
解
決
す
る
も
の
で
は
な
い
。

大
分
県
中
津
市
に
お
い
て
「
児
童
虐

待
防
止
対
策
」
に
つ
い
て
、
行
政
視
察

調
査
を
行
い
ま
し
た
。

中
津
市
の
人
口
は
8
3
，9
6
9
人

（
平
成
31
年
3
月
末
現
在
）
で
、
小
規

模
な
都
市
の
強
み
を
生
か
し
「
切
れ
目

の
な
い
、
顔
の
見
え
る
連
携
」
を
テ
ー

マ
に
地
域
の
す
べ
て
の
子
ど
も
・
家
庭

の
相
談
に
対
応
す
る
体
制
づ
く
り
を
さ

れ
て
い
ま
す
。
行
政
と
地
域
医
療
と
の

連
携
に
よ
り
専
門
的
ア
ド
バ
イ
ス
が
得

ら
れ
る
体
制
に
な
っ
て
い
る
こ
と
で
、

担
当
職
員
の
専
門
性
の
向
上
が
図
ら
れ

て
い
る
こ
と
や
、
児
童
福
祉
に
精
通
し

た
民
間
の
専
門
家
に
よ
る
支
援
体
制
が

構
築
さ
れ
、
官
民
が
一
体
と
な
っ
て
児

童
虐
待
の
未
然
防
止
に
取
り
組
ま
れ
て

い
ま
す
。
ま
た
、
児
童
虐
待
予
防
を
担

う
官
民
の
支
援
者
が
勉
強
会
を
し
て
、

支
援
者
同
士
の
顔
の
見
え
る
連
携
も
進

め
ら
れ
て
い
ま
す
。

市
内
に
は
子
育
て
中
の
親
子
が
集
ま

り
、
子
育
て
の
不
安
や
悩
み
を
気
軽
に

相
談
で
き
る
地
域
子
育
て
支
援
拠
点
が

8
か
所
あ
り
、
就
園
前
の
乳
幼
児
の
子

育
て
支
援
体
制
も
整
備
さ
れ
、
乳
幼
児

か
ら
就
学
後
ま
で
切
れ
目
の
な
い
支
援

体
制
と
な
っ
て
い
ま
す
。

支
援
関
係
者
が
官
民
の
垣
根
を
越
え

連
携
し
、
親
子
を
支
え
て
い
る
姿
は
目

指
す
べ
き
姿
で
あ
り
、
今
後
の
委
員
会

で
の
調
査
研
究
の
参
考
と
な
り
ま
し

た
。

そ
の
他
の
視
察
先

〇
山
口
県
光
市
「
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
ス

ク
ー
ル
の
取
り
組
み
に
つ
い
て
」

文
教
福
祉
常
任
委
員
会

行
政
視
察
報
告

令
和
元
年
8
月
7
日
〜
8
日
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主
な
歳
出

●�

幼
児
教
育
・
保
育
無
償
化
実
施
円

滑
化
事
業

10
月
か
ら
の
幼
児
教
育
・
保
育
の

無
償
化
の
導
入
に
必
要
と
な
る
経
費

を
計
上
。

●
地
域
介
護
・
福
祉
空
間
整
備
事
業

地
域
密
着
型
特
別
養
護
老
人

ホ
ー
ム
の
整
備
に
か
か
る
補
助
を
行

い
ま
す
。

●
農
山
漁
村
振
興
交
付
金
事
業

市
内
の
農
事
組
合
法
人
が
整
備
す

る
農
産
物
選
果
場
の
整
備
事
業
費
に

補
助
を
行
い
ま
す
。

●
公
共
施
設
整
備
基
金
積
立
金

公
共
施
設
整
備
に
か
か
る
基
金
に

積
み
立
て
を
行
い
ま
す
。

採
決
の
結
果　

予
算
常
任
委
員
会
が

付
託
を
受
け
た
5
議
案
は
、
い
ず

れ
も
「
可
決
す
べ
き
も
の
」
と
決
定

し
ま
し
た
。 予  算

常任委員会
委員長　万木　豊

可決
すべき

◆健全化判断比率の状況
平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 県内市町平均

（H29)
早期健全化
基準

実質赤字比率
（一般会計を中心とした赤字の割合）

赤字なし 赤字なし 赤字なし 赤字なし 赤字なし 12.66%

連結実質赤字比率
（全ての会計の赤字の割合）

赤字なし 赤字なし 赤字なし 赤字なし 赤字なし 17.66%

実質公債費比率
（年間の借金返済額の割合）

11.3% 10.8% 10.5% 10.0% 6.7% 25.0%

将来負担比率
（将来負担が見込まれる負債の割合）

71.9% 54.5% 43.6% 31.1% 14.0% 350.0%

◆健全化判断比率とは…�自治体の財政状況を早期に把握し、破たんを防ぐことをね
らいとして制定されたものです。

※この基準を超えると、財政再建のための計画をつくり、立て直しに取り組む必要があります。

平
成
30
年
度

一
般
会
計
歳
入
歳
出
決
算

平
成
30
年
度
の
一
般
会
計
決
算
は
、

歳
入
決
算
額
3
1
2
億
4
6
4
6
万
円
、

歳
出
決
算
額
3
0
3
億
6
1
7
8
万
円

と
な
り
、
歳
入
歳
出
差
引
額
は
8
億

8
4
6
7
万
円
で
、
翌
年
度
へ
繰
り
越
す

べ
き
財
源
6
9
0
9
万
円
を
控
除
し
た
実

質
収
支
額
は
8
億
1
5
5
9
万
円
と
な
り

ま
し
た
。

歳
入
決
算
額
を
財
源
別
に
み
る
と
、

自
主
財
源
が
97
億
4
0
5
6
万
円
で

歳
入
全
体
の
31
・
2
％
、
依
存
財
源
が

2
1
5
億
5
9
0
万
円
で
歳
入
全
体

の
68
・
8
％
を
占
め
て
い
ま
す
。
前
年

度
比
は
17
億
2
9
8
5
万
円
の
増
で

5
・
9
％
の
増
加
率
と
な
り
ま
し
た
。
そ
の

要
因
と
し
て
は
、寄
附
金（
ふ
る
さ
と
納
税
）

や
繰
越
金
、
市
債
等
が
増
加
し
た
こ
と
に

よ
る
も
の
で
す
。

歳
出
決
算
額
の
主
な
款
別
執
行
額
は
、

民
生
費
78
億
3
4
0
7
万
円
、
総
務
費

60
億
1
3
2
1
万
円
、
土
木
費
34
億

8
1
1
4
万
円
と
な
り
ま
し
た
。
前
年

度
比
は
20
億
2
0
9
0
万
円
の
増
で

7
・
1
％
の
増
加
率
と
な
り
ま
し
た
。
そ

の
要
因
と
し
て
は
、
庁
舎
整
備
に
か
か
る

工
事
費
や
マ
キ
ノ
ピ
ッ
ク
ラ
ン
ド
周
辺
リ

ニ
ュ
ー
ア
ル
事
業
費
、
台
風
や
豪
雨
に
よ

る
災
害
復
旧
費
の
増
加
に
よ
る
も
の
で
す
。

決
算
審
査
に
当
た
っ
て
は
、
予
算
執
行

の
結
果
や
行
政
効
果
を
客
観
的
に
検
証

し
、
今
後
の
予
算
編
成
や
財
政
運
営
に
活

か
さ
れ
る
よ
う
審
査
を
行
い
ま
し
た
。

採
決
の
結
果　

議
第
70
号
は
「
可
決
お
よ

び
認
定
す
べ
き
も
の
」
そ
の
他
9
議
案
は

「
認
定
す
べ
き
も
の
」

決  算
特別委員会
委員長　万木　豊

認定
すべき

本会議での討論
　
議
第
64
号
　
平
成
30
年
度
高
島
市
一
般

会
計
歳
入
歳
出
決
算
の
認
定
に
つ
い
て

反
対
　
　
　
　

森
脇
　
徹

課
税
標
準
額
1
0
0
万
円
以
下
の
低

所
得
層
が
9
0
7
1
人
も
い
る
が
、
民

生
扶
助
費
は
生
活
保
護
費
の
縮
減
な
ど

1
・
9
億
円
の
減
額
決
算
だ
。
52
億
円

の
普
通
建
設
費
単
独
事
業
の
中
で
も
新

旭
風
車
村
の
リ
ニ
ュ
ー
ア
ル
事
業
に

1
・
8
億
円
の
投
資
は
市
民
の
納
得
が
あ
っ

た
か
問
わ
れ
た
年
度
だ
。

賛
成
　
　
　
　

廣
部
　
真
造

ハ
ー
ド
面
、
ソ
フ
ト
面
の
両
面
に
お
い

て
、
限
ら
れ
た
財
源
を
有
効
に
活
用
し
て

い
る
。
各
種
計
画
を
着
実
に
実
施
す
る
た

め
の
事
業
で
あ
る
。
ま
さ
に
、
持
続
可
能

な
高
島
市
の
ま
ち
づ
く
り
の
実
現
に
向
け

た
取
り
組
み
で
あ
っ
た
と
感
じ
る
。

危険信号
◆歳入歳出決算状況

会　計 年度 歳入決算額 歳出決算額 歳入歳出差引額

一般会計
平成30年度 312億4646万 303億6178万 8億8467万

平成29年度 295億1661万 283億4089万 11億7572万

特別会計
平成30年度 119億7425万 116億6904万 3億  521万

平成29年度 128億  229万 124億5933万 3億4296万

事
業
会
計（
収
益
的
収
支
の
み
記
載
）

水　道
平成30年度 11億5651万 11億5044万 607万

平成29年度 11億4079万 10億6201万 7878万

下水道
平成30年度 27億5280万 27億2707万 2573万

平成29年度 26億2852万 27億8009万 △ 1億5157万

病　院
平成30年度 50億9370万 51億8354万 △ 8984万

平成29年度 51億5837万 53億4590万 △ 1億8754万

介護老人
保健施設
（陽光の里）

平成30年度 4億8139万 4億7165万 974万

平成29年度 4億7574万 4億5838万 1735万




